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附則 

地方自治とは、本来、そこに住み、暮らす住民のためにあるものであり、地域のことは、

住民自らが責任を持って決めていくことが、自治の基本である。自治体としての杉並区に

は、区民の信託にこたえ、区民との協働により、地域の資源や個性を生かした豊かできめ

細かな区政を行う責務がある。そうした責務を果たし、杉並区が真に自立した地方自治体

となっていくためには、地方政府としての枠組みと、住民の行政への参画及び行政と住民

との協働の仕組みを自ら定めることが求められている。 

武蔵野の面影を残すみどりと水辺、歴史の中で形作られた道や街並み、そして、そこに住

み、暮らす区民の活発な住民活動と住民自治への先進的な取組などは、杉並区の誇るべき

財産である。 

私たち区民は、このような「杉並らしさ」を大切にしながら、杉並らしい自治を築いてい

くことを宣言する。そして、区民主権に基づく住民自治の更なる進展のために、最大限の

努力を払い、区民一人ひとりの人権が尊重され、誇りを持って区政に参画し、協働する「自

治のまち」を 創
つく

っていくことを目指し、ここにこの条例を制定する。 
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第１章 総則 

（目的） 

第第第第１１１１条条条条 この条例は、杉並区（以下「区」という。）における自治の基本理念を明らかに

するとともに、区民の権利及び義務、事業者の権利及び義務、区政運営の基本原則並びに

区民及び事業者（以下「区民等」という。）の区政への参画及び協働の仕組みに関する基

本となる事項を定めることにより、自立した自治体にふさわしい自治の実現を図ることを

目的とする。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

（定義） 

第第第第２２２２条条条条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 区民 区内に住み、働き、又は学ぶ人をいう。 

(２) 事業者 区内において、事業活動を行うものをいう。 

(３) 参画 政策の立案から実施及び評価に至るまでの過程に主体的に参加し、意思決定に

関わることをいう。 

(４) 協働 地域社会の課題の解決を図るため、それぞれの自覚と責任の下に、その立場や

特性を尊重し、協力して取り組むことをいう。 

第２章 基本理念 

第第第第３３３３条条条条 区民等及び区は、一人ひとりの人権が尊重され、人と自然と都市の活力が調和し

た住みよいまち杉並を、協働により創
つく

っていくことを目指すものとする。 

２ 前項の目的を達成するために、区民等及び区は、区政に関する情報を共有し、主権者

である区民が、自らの判断と責任の下に、区政に参画することができる住民自治の実現を

目指すものとする。 

第３章 区民の権利及び義務 

（区民の権利） 

第第第第４４４４条条条条 区民は、区政に参画する権利及び区政に関する情報を知る権利を有する。 

２ 区民は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）で定めるところにより、行政サービス

を等しく受ける権利、選挙権、被選挙権、条例の制定改廃請求権、事務の監査請求権、議

会の解散請求権並びに議員及び長等の解職請求権等を有するほか、第 27 条で定める住民投

票を請求する権利を有する。 

（区民の義務） 

第第第第５５５５条条条条 区民は、行政サービスに伴う納税等の負担を分任する義務を果たすとともに、区

と協働し、地域社会の発展に寄与するよう努めるものとする。 

第４章 事業者の権利及び義務 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 



第第第第６６６６条条条条 事業者は、第４条第１項に規定する権利を有し、地域社会の一員として、前条に

規定する負担を分任する義務を果たすとともに、住環境に配慮し、地域社会との調和を図

り、安心して住めるまちづくりに寄与するよう努めるものとする。 

第５章 区の責務 

第第第第７７７７条条条条 区は、区政運営に当たっては、区民等の福祉の増進を図るとともに、最少の経費

で最大の効果を挙げるよう努めなければならない。 

２ 区は、区民ニーズに的確に対応し、行政サービスへの区民等の満足度を高める区政運

営に努めなければならない。 

３ 区は、様々な災害等から区民の生命、身体及び財産を保護するため、危機管理の体制

の強化に努めなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

第６章 区議会 

（区議会の役割及び権限） 

第第第第８８８８条条条条 区議会は、地方自治法で定めるところにより、区民の直接選挙により選ばれた代

表者である議員によって構成される意思決定機関であるとともに、執行機関の区政運営を

監視し、及び牽
けん

制する役割を果たすものとする。 

２ 区議会は、地方自治法で定めるところにより、条例の制定改廃、予算、決算の認定等

を議決する権限並びに執行機関に対する検査及び監査の請求等の権限を有する。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

（区議会の責務） 

第第第第９９９９条条条条 区議会は、区政の発展及び区民生活の向上のため、前条に規定する権限等を行使

するとともに、区民等の多様な意見の反映を図り、もって自由かつ活発な討議をし、常に

効果的かつ効率的な議会運営に努めなければならない。 

２ 区議会は、別に条例で定めるところにより、区議会が保有する情報を公開するととも

に、会議の公開及び情報提供の充実により、区民等との情報の共有を図り、区民等に対す

る説明責任を果たし、開かれた議会運営に努めなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

（区議会議員及び区議会議長の責務） 

第第第第 10101010 条条条条 区議会議員は、区民の信託にこたえ、区議会が前２条に規定する責務等を果た

すため、積極的な調査研究活動を通じ、審議能力及び政策立案能力の向上に努めなければ

ならない。 

２ 区議会議員は、政治倫理の確立に努め、誠実に職務を遂行しなければならない。 

３ 区議会議長は、区議会を代表し、公正かつ中立に職務を遂行するとともに、区議会事

務局の職員を適切に指揮監督し、事務局機能の充実に努めなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 



第７章 執行機関 

（執行機関に関する基本的事項） 

第第第第 11111111 条条条条 執行機関は、条例、予算その他の区議会の議決に基づく事務及び法令等に基づ

く事務を、自らの判断と責任において、誠実に管理し、及び執行しなければならない。 

（区長の責務等） 

第第第第 12121212 条条条条 区長は、区を代表し、地方自治法で定めるところにより、区議会への議案の提

出、予算の調製及び特別区税の賦課徴収等の事務を管理し、及び執行する権限を有する。 

２ 区長は、区民の信託にこたえ、区の事務の管理及び執行に当たっては、誠実に職務遂

行に努めなければならない。 

３ 区長は、区の職員を適切に指揮監督するとともに、区政の課題に的確にこたえること

ができる知識と能力を持った人材の育成を図り、効率的な組織運営に努めなければならな

い。 

（執行機関の組織及び職員） 

第第第第 13131313 条条条条 区は、執行機関を構成する組織について、効率的かつ機動的なものとなるよう、

常に見直しに努めなければならない。 

２ 区の職員は、全体の奉仕者として、区民本位の立場に立ち、区民等との協働の視点を

持って、全力を挙げて職務遂行に努めなければならない。 

第８章 区政運営 

（基本構想等） 

第第第第 14141414 条条条条 区は、区の最上位の計画であり、区政運営の指針となる基本構想を区議会の議

決を経て定めるとともに、その実現を図るため、総合的な施策に関する計画等（次項にお

いて「総合計画等」という。）を策定し、総合的かつ計画的な区政運営に努めるものとす

る。 

２ 区は、総合計画等のうち主要なものについて、目標に対する進捗状況の管理を行うと

ともに、毎年度１回、当該進捗状況を区議会に報告し、かつ、公表しなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号・23 年 29 号〕 

（総合的な行政サービスの提供） 

第第第第 15151515 条条条条 区は、区民ニーズに的確かつ柔軟に対応するため、組織横断的な調整を図り、

総合的な行政サービスの提供に努めなければならない。 

（行政手続） 

第第第第 16161616 条条条条 区は、区政運営における公正の確保と透明性の向上を図り、区民等の権利利益

の保護に資するため、別に条例で定めるところにより、行政手続に関し共通する事項を定

めなければならない。 

（情報の公開及び提供） 



第第第第 17171717 条条条条 区は、区民等の知る権利を保障し、公正で開かれた区政の進展を図るため、別

に条例で定めるところにより、区政に関する情報を積極的に区民等に公開し、提供するこ

とにより、区民等との情報の共有に努めなければならない。 

（個人情報の保護） 

第第第第 18181818 条条条条 区は、区民の基本的人権の擁護と信頼される区政の実現を図るため、別に条例

で定めるところにより、自己に関する個人情報の閲覧等を求める区民の権利を保障する等、

個人情報の保護に努めなければならない。 

（説明責任） 

第第第第 19191919 条条条条 区は、政策の立案から実施及び評価に至るまでの過程において、区政について

区民等に分かりやすく説明する責任を果たすよう努めなければならない。 

（区民等の要望の取扱い） 

第第第第 20202020 条条条条 区は、区民等の区政に関する要望等を迅速かつ誠実に処理し、区民等の権利利

益の保護に努めなければならない。 

（行政評価） 

第第第第 21212121 条条条条 区は、政策等の成果及び達成度を明らかにし、効率的かつ効果的な区政運営を

行うため、行政評価を実施し、その結果を公表するものとする。 

（財政運営の原則） 

第第第第 22222222 条条条条 区は、財源を効率的かつ効果的に活用し、自主的かつ自律的な財政運営を行う

ことにより、財政の健全性の確保に努めなければならない。 

（財政状況の公表） 

第第第第 23232323 条条条条 区は、区民等に分かりやすく財政状況を説明するため、地方自治法及び地方公

共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）並びに別に条例で定めると

ころにより財政状況を公表するとともに、貸借対照表、行政コスト計算書その他の財務に

関する資料を作成し、公表しなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

（区税等の賦課徴収） 

第第第第 24242424 条条条条 区は、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）及び杉並区特別区税条例（昭和

39 年杉並区条例第 41 号）で定めるところにより、特別区税を賦課徴収するほか、法律及

び条例に基づき、使用料その他の徴収金を賦課徴収するものとする。 

第９章 参画及び協働 

（参画及び協働の原則） 

第第第第 25252525 条条条条 区は、区民等の意思が区政に反映されるよう、区民等の区政への参画機会の拡

充に努めなければならない。 

２ 区民等及び区は、協働に当たり、対等協力の原則に基づき、目的及び情報を共有し、

相互理解と信頼関係を築くよう努めるとともに、区は、区民等の自主性及び自立性を尊重

しなければならない。 



（住民投票） 

第第第第 26262626 条条条条 区長は、区政の重要事項について、広く区民の総意を把握するため、区議会の

議決を経て、当該議決による条例で定めるところにより、住民投票を実施することができ

る。 

２ 前項の条例において、投票に付すべき事項、投票の手続、投票資格要件その他住民投

票の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（住民投票の請求及び発議） 

第第第第 27272727 条条条条 区に住所を有する年齢満 18 年以上の規則で定める者は、規則で定めるところに

より区政の重要事項について、その総数の 50 分の１以上の者の連署をもって、その代表者

から区長に対して住民投票を請求することができる。 

２ 区議会の議員は、区政の重要事項について、議員の定数の 12 分の１以上の者の賛成を

得て住民投票を発議することができる。 

３ 区長は、区政の重要事項について、自ら住民投票を発議することができる。 

４ 第１項の規定による住民投票の請求の処置等に関しては、地方自治法第 74 条第２項か

ら第９項まで、第 74 条の２第１項から第６項まで及び第 74 条の３第１項から第３項まで

の規定の例によるものとする。 

一部改正〔平成 23 年条例 29 号〕 

（政策等に係る区民等の意見提出手続） 

第第第第 28282828 条条条条 区は、区民等の区政への参画及び協働を推進するとともに、区政運営における

公正の確保と透明性の向上を図り、住民自治の更なる進展及び区民等の権利利益の保護に

資するため、別に条例で定めるところにより、重要な政策及び計画の策定に当たり、事前

に案を公表し、区民等の意見を聴くとともに、提出された区民等の意見に対する区の考え

方を公表しなければならない。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 

（附属機関等への参加） 

第第第第 29292929 条条条条 区は、附属機関等の委員への区民等の参加に努めなければならない。 

第 10 章 国及び他の地方公共団体との協力 

第第第第 30303030 条条条条 区は、共通する課題を解決するため、国、東京都及び関係地方公共団体と相互

に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

第 11 章 条例の位置付け 

第第第第 31313131 条条条条 この条例は、区政の基本事項について、区が定める最高規範であり、区は、他

の条例、規則等の制定改廃に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、整合性を図らなけれ

ばならない。 

２ 区は、この条例の規定の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、一定期間ごとに、

この条例の内容について検討を加え、必要な見直しを行うものとする。 

一部改正〔平成 21 年条例 40 号〕 



第 12 章 委任 

第第第第 32323232 条条条条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成 15 年５月１日から施行する。 

附 則（平成 21 年 12 月９日条例第 40 号） 

この条例は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 23 年 12 月９日条例第 29 号） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 杉並区区民等の意見提出手続に関する条例（平成 21 年杉並区条例第 41 号）の一部を

次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

３ 杉並区基本構想審議会条例（平成 22 年杉並区条例第 25 号）の一部を次のように改正

する。 

〔次のよう〕略 

４ 杉並区まちづくり条例（平成14年杉並区条例第45号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

 


